
規 則

�愛媛県規則第４０号
愛媛県訓練手当支給規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２５年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県訓練手当支給規則の一部を改正する規則

愛媛県訓練手当支給規則（昭和４１年愛媛県規則第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（支給対象者）

第３条 訓練手当は、県内の公共職業安定所長の指示により、公共

職業能力開発施設又は職業訓練の実施等による特定求職者の就職

の支援に関する法律（平成２３年法律第４７号。以下「特定求職者支

援法」という。）第４条第１項の認定を受けた者（以下「公共職

業能力開発施設等」という。）の行う職業訓練を受けている次の

各号のいずれかに該当する求職者及び職場適応訓練を受けている

次の各号のいずれかに該当する求職者（以下「支給対象者」とい

う。）に対して支給する。

�～� 省略

（支給対象者）

第３条 訓練手当は、県内の公共職業安定所長の指示により、公共

職業能力開発施設又は職業訓練の実施等による特定求職者の就職

の支援に関する法律（平成２３年法律第４７号。以下「特定求職者支

援法」という。）第４条第１項の認定を受けた者（以下「公共職

業能力開発施設等」という。）の行う職業訓練を受けている次の

各号のいずれかに該当する求職者及び職場適応訓練を受けている

次の各号のいずれかに該当する求職者（以下「支給対象者」とい

う。）に対して支給する。

�～� 省略

毎週（火・金）曜日発行 第２４６８号 平成２５年５月１０日

平成２５年５月１０日金曜日 第２４６８号
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告 示

�愛媛県告示第５４７号
国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第８８条第１項の規定に

より、愛媛県国民健康保険診療報酬審査委員会の委員の定数を次の

とおり定め、平成２５年６月１日から施行し、愛媛県国民健康保険診

療報酬審査委員会委員の定数（平成２０年３月愛媛県告示第３０７号）

は、平成２５年５月３１日限り、廃止する。

平成２５年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第５４８号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２５年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

八幡浜市 日土町６番耕地
の一部・７番耕
地の一部

平成２３年度から
平成２４年度まで

八幡浜市の
地籍図及び地籍簿

大洲市 新谷第７ 平成２１年度から
平成２２年度まで

大洲市の
地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成２５年５月１０日

�������
�愛媛県告示第５４９号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成２５年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林の所在場所

松山市横谷甲５０５、甲５０８、甲５２３、甲５２４、甲５２５の１、甲５２５の

２、甲５２６から甲５２８まで、甲５３０から甲５４０まで、甲５４２から甲５４４

まで、甲５４６、甲５５０、甲５５２の１、甲５５２の２、甲５５４、甲５５５、乙

２５９の１、乙３０５から乙３０７まで、乙３５５の１、乙３５５の２、乙３６３、

乙３６４、乙３６６、乙３６７の１、乙３６７の２、乙３６８の１、乙３６８の２、

乙３６９、乙３７２から乙３７６まで、乙３７８の１、乙３７８の２、乙３７９、乙

３８０の１、乙３８０の２、乙３８３の１、乙３８３の２、乙３８６、乙３８７の１、

乙３８７の２、乙３８８、乙３９１の２、乙３９１の３、乙３９３、乙３９４の１、

乙３９４の２、乙３９５の１、乙３９５の２、乙３９６の１から乙３９６の４ま

で、乙３９９の１、乙３９９の２、乙４００の１、乙４００の２、乙４０１、乙

４０２、乙４０４の１、乙４０４の２、乙４１３、乙４１５の１、乙４１５の２、乙

４１７、乙４２０、乙４２１、乙４２２の１から乙４２２の３まで、乙４２３の１、

乙４２３の２、乙４２４の１、乙４２４の２、乙４２５から乙４３０まで、乙４３１

「
第 ２ 項

第１号 第３号 第４号 第４号
の２ 第５号 第６号 第７号 第７号

の２ 第８号 第８号
の２

第８号
の３ 第１０号 第１１号 第１２号

様式第１号（その１）中 を

」

「
第 ２ 項

第１号第３号第４号第４号の２ 第５号第６号第７号第７号の２ 第８号第８号の２
第８号
の３

第８号
の４ 第１０号第１１号第１２号

に改める。

」

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則の施行の際現に提出されている改正前の愛媛県訓練手当支給規則様式第１号（その１）の規定による訓練手当受給資格認定申

請書は、改正後の愛媛県訓練手当支給規則様式第１号（その１）の規定による訓練手当受給資格認定申請書とみなす。

� 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第４条第１項の規

定により児童扶養手当の支給を受けている同項第２号に規定す

る児童の父である者のうち、当該児童が同号に該当することと

なつた日の翌日から起算して３年以内に公共職業安定所に出頭

して求職の申込みをした者

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２・３ 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２・３ 省略

選 出 区 分 定数

保険医及び保険薬剤師を代表する委員 １９人

保険者を代表する委員 １９人

公益を代表する委員 １９人

愛 媛 県 報平成２５年５月１０日 第２４６８号
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の１、乙４３１の２、乙４３２、乙４３３、乙４３５から乙４３８まで、乙４３９の

２、乙４４６の２、乙４４８、乙４５１、乙４５２の１、乙４５２の２、乙４５３の

１から乙４５３の５まで、乙４５４の１から乙４５４の３まで、乙４５５の１、

乙４５５の２、乙４５６、乙４５７、乙４５８の１、乙４５８の２、乙４５９、乙４６

０、乙４６１の１、乙４６１の２、乙４６２から乙４６６まで、乙４６８、乙４７２

の１、乙４７２の３、乙４７２の４、丙１８６、丙１９０、丙１９５、丙１９７の１、

丙１９８、丙１９９、丙２０１、丙２０４、丙２０５、丙２０６の１から丙２０６の４

まで、丙２０７、丙２０９、丙２１６、丙２１７、丙２１９、丙２２５、丙２２６、丁

１８９、丁１９０、丁１９１の１から丁１９１の６まで、丁１９２、丁１９５から丁

２０１まで、丁２０２の１から丁２０２の３まで、丁２０３から丁２０７まで、

丁２０８の１、丁２０８の２、丁２０９、丁２１３、丁２１５の１、丁２１５の２、

丁２１６、丁２１７の１、丁２１８の１、丁２１８の２、丁２１９、丁２２１から丁

２２４まで、丁２５９

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

横谷乙４１５の２・乙４２３の２・丁２１８の２・丁２１９・丁２２１

（以上５筆について次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び松山市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第５５０号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２５年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２５年５月１０日から５月２３日まで

�������
�愛媛県告示第５５１号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、伊方町長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

平成２５年５月１０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（空中写真測量、写真地図作成）

２ 作業期間 平成２５年４月２５日から

平成２５年１２月２５日まで

３ 作業地域 西宇和郡伊方町

�愛媛県告示第５５２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市新居浜土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２５年５月１０日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第５５３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

上分町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

平成２５年５月１０日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第５５４号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２５年５月１０日

愛媛県東予地方局長 俊 野 健 治

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 佐 藤 正 典 四国中央市妻鳥町２７３９－５

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 川 徳 治 四国中央市妻鳥町２６７４

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 宮 崎 和 郎 新居浜市徳常町９番２９号

〃 宮 崎 富 好 新居浜市港町７番１１号

〃 横 山 弘 昌 新居浜市徳常町５番４５号

〃 � 橋 一 博 新居浜市西町３番９号

監 事 白 石 初太郎 新居浜市徳常町３番１１号

〃 宮 崎 勝 善 新居浜市港町１５番２６号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 宮 崎 和 郎 新居浜市徳常町９番２９号

〃 宮 崎 富 好 新居浜市港町７番１１号

〃 � 橋 一 博 新居浜市西町３番９号

〃 白 石 初太郎 新居浜市徳常町３番１１号

〃 源 代 光 子 新居浜市中須賀町一丁目４番２１号

監 事 宮 崎 勝 善 新居浜市港町１５番２６号

〃 日 野 幸 子 新居浜市中須賀町一丁目２番２９号

愛 媛 県 報平成２５年５月１０日 第２４６８号
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２ 指定年月日

平成２５年４月３０日

３ 指定道路の位置

四国中央市妻鳥町字塚田２０６６番２及び２０６６番３

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ２４．３７メートル

� 幅員 ５．００メートル

�������
�愛媛県告示第５５５号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第２号

の規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

平成２５年５月１０日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�������
�愛媛県告示第５５６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市斎院�川土地改良区から次のとおり役員が住所を変更した旨
の届出があった。

平成２５年５月１０日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�������
�愛媛県告示第５５７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市斎院�川土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任
した旨の届出があった。

平成２５年５月１０日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第５５８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市太山寺土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２５年５月１０日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

就 任

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 布 袋 耕 成 松山市太山寺町１７０５番地

〃 上 森 光 明 松山市太山寺町７２１番地１

〃 山 口 数 広 松山市太山寺町２２８１番地３

〃 森 田 克 己 松山市太山寺町１７３３番地４

〃 柳 原 寛 信 松山市勝岡町２５７５番地３

〃 藤 井 公 平 松山市勝岡町２６７６番地

〃 門 間 幸 治 松山市太山寺町５５５番地

〃 岡 本 雅 文 松山市太山寺町１５６４番地２

〃 仲 野 孝 明 松山市太山寺町１３３６番地２

〃 武 智 敏 夫 松山市太山寺町５１５番地３

〃 和 田 泰 広 松山市太山寺町２４１７番地２

〃 木 地 照 雄 松山市太山寺町１２０１番地２

監 事 井 上 茂 松山市太山寺町１３１０番地

〃 山 田 誠之介 松山市太山寺町１１３９番地

〃 小笠原 謙 二 松山市勝岡町２５４３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 横 田 祐 享 松山市山西町５４０番地

〃 岡 本 久 松山市南斎院町２８７番地

〃 松 友 和 廣 松山市生石町４０４番地

〃 清 水 俊 弘 松山市高岡町６０５番地

〃 一 色 幸 徳 松山市北斎院町２６２番地９

〃 関 谷 文 夫 松山市南斎院町１０４７番地

〃 関 谷 省 三 松山市南吉田町９０８番地

〃 川 � 俊 一 松山市南吉田町１５０２番地

〃 森 山 邦 雄 松山市別府町４５８番地９

〃 菅 敏 雄 松山市南江戸二丁目７番３３号

〃 横 田 昭 治 松山市清住一丁目３番８号

〃 一 色 政 則 松山市高岡町６７４番地

監 事 森 英 � 松山市北斎院町３９７番地

〃 烏 谷 健 松山市別府町３８７番地１

〃 梅 木 静 男 松山市生石町１６７番地１

〃 徳 本 巽 松山市竹原二丁目９番４号

〃 清 水 良 雄 松山市清住二丁目１０９４番地２

〃 徳 本 巽 松山市竹原二丁目９番４号

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

社会福祉法人愛媛県社
会福祉協議会

松山市持田町三丁目８
番１５号

介護職員初
任者研修に
関する課程

平成２５年
４月３０日

役員の
種 類 氏 名

住 所

変 更 前 変 更 後

監 事 徳 本 巽 松山市竹原二丁目２番
１４号

松山市竹原二丁目９番
４号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 横 田 祐 享 松山市山西町５４０番地

〃 一 色 通 松山市南斎院町１２７８番地

〃 松 友 和 廣 松山市生石町４０４番地

〃 清 水 俊 弘 松山市高岡町６０５番地

〃 烏 谷 育 宏 松山市北斎院町７０８番地１

〃 関 谷 文 夫 松山市南斎院町１０４７番地

〃 関 谷 省 三 松山市南吉田町９０８番地

〃 川 � 俊 一 松山市南吉田町１５０２番地

〃 森 山 邦 雄 松山市別府町４５８番地９

〃 菅 敏 雄 松山市南江戸二丁目７番３３号

〃 栗 原 文 生 松山市別府町７９６番地

〃 林 盛 一 松山市生石町１５４番地

監 事 一 色 政 則 松山市高岡町６７４番地

〃 一 色 幸 徳 松山市北斎院町２６２番地９

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 山 � 好 武 松山市太山寺町２３０４番地１

〃 上 森 光 明 松山市太山寺町７２１番地１

愛 媛 県 報平成２５年５月１０日 第２４６８号
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�愛媛県告示第５５９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市平井町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２５年５月１０日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第５６０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

道後平野土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があっ

た。

平成２５年５月１０日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

退 任

�愛媛県告示第５６１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年５月１０日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�愛媛県告示第５６２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年５月１０日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２５中局建（開）第５号

平成２５年４月２６日
伊予市上三谷字道中寺甲１１２３番１及び１１２４番１

伊予市上三谷甲８８０番地

今 井 智 之

今 井 朝 美

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 � 本 義 一 伊予市森２３６番地

〃 中 村 佑 伊予市上唐川甲４３９番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 重 信 良 吉 松山市平井町２９５番地

〃 仙 波 隆 一 松山市平井町３０３１番地１

〃 和 田 幸 男 松山市平井町１９４６番地２

〃 重 信 昭 雄 松山市平井町６１０番地

〃 川 崎 運 徳 松山市平井町１１１３番地

〃 河 本 信 久 松山市平井町５６３番地

〃 武 智 忠 行 松山市平井町１６７８番地

〃 豊 田 哲 夫 松山市平井町２４８０番地

〃 豊 田 穣 松山市平井町１６３０番地

〃 柴 田 保 教 松山市平井町１１２１番地

〃 尾 形 節 夫 松山市平井町２７８５番地

〃 堀 川 正 松山市平井町２１３９番地２

監 事 重 信 卓 夫 松山市平井町３６０番地

〃 大 野 輝 男 松山市平井町１０２８番地２

〃 高 市 良 一 松山市平井町１５６０番地

監 事 松 澤 擴 松山市平井町２５０７番地１

〃 仙 波 雄 二 松山市平井町２９７５番地

〃 � 市 健 生 松山市平井町１８１７番地２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 重 信 良 吉 松山市平井町２９５番地

〃 仙 波 隆 一 松山市平井町３０３１番地１

〃 和 田 幸 男 松山市平井町１９４６番地２

〃 重 信 昭 雄 松山市平井町６１０番地

〃 大 野 輝 男 松山市平井町１０２８番地２

〃 河 本 信 久 松山市平井町５６３番地

〃 � 市 忠 行 松山市平井町１６９７番地

〃 豊 田 哲 夫 松山市平井町２４８０番地

〃 豊 田 穣 松山市平井町１６３０番地

〃 柴 田 保 教 松山市平井町１１２１番地

〃 尾 形 節 夫 松山市平井町２７８５番地

〃 堀 川 正 松山市平井町２１３９番地２

〃 布 袋 耕 成 松山市太山寺町１７０５番地

〃 森 田 克 己 松山市太山寺町１７３３番地４

〃 原 重 義 松山市太山寺町１４６２番地３

〃 山 口 数 広 松山市太山寺町２２８１番地３

〃 門 間 成 孝 松山市太山寺町５９２番地

〃 杉 村 孝 一 松山市太山寺町１８７６番地１

〃 柳 原 寛 信 松山市勝岡町２５７５番地３

〃 小笠原 謙 二 松山市勝岡町２５４３番地

〃 門 間 俊 郎 松山市太山寺町５９９番地

〃 山 崎 晴 郎 松山市太山寺町１１３０番地

監 事 田 中 光 直 松山市勝岡町２７３６番地

〃 井 上 茂 松山市太山寺町１３１０番地

〃 須之内 稔 治 松山市太山寺町１１２９番地

愛 媛 県 報平成２５年５月１０日 第２４６８号

３８７
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公営企業告示
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�愛媛県告示第５６４号
介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３条第１項第２号

の規定により、次のとおり介護員養成研修事業者を指定した。

平成２５年５月１０日

愛媛県南予地方局長 三 好 伊佐夫

�������
�愛媛県公営企業告示第６号
地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３３条の２の規定によ

り、病院の業務に係る公金の収納の事務を次のとおり委託した。

平成２５年５月１０日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

１ 委託した事務の範囲及び内容

愛媛県立今治病院、南宇和病院及び新居浜病院のテレビ等使用

料の収納の事務

２ 受託者の名称及び主たる事務所の所在地

総合メディカル株式会社 愛媛県松山市一番町一丁目１５番地２

３ 委託期間

平成２５年５月４日から平成３３年５月３日まで

�愛媛県告示第５６３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年５月１０日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

�愛媛県公営企業告示第４号
次のとおり落札者を決定した。

平成２５年５月１０日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

�愛媛県公営企業告示第５号
次のとおり落札者を決定した。

平成２５年５月１０日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２５中局建（開）第６号

平成２５年５月１日
東温市牛渕字大畑１４８９番１及び１４８９番３

松山市井門町３７３番地１

株式会社 上浮穴産業

代表取締役 西 岡 貞 夫

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２５中局建（開）第７号

平成２５年５月１日
東温市西岡字熊の畑甲５９０番１

松山市南梅本町２９番地２
アクティ梅本�６０１号
竹 下 康 一
竹 下 京 子

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

コバルト６０遠隔治療用密封線源の購
入（愛媛県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２５年４月２２日
公益社団法人日本アイ
ソトープ協会
東京都文京区本駒込二
丁目２８番４５号

６２，８１８，３５０円 一般競争入札 平成２５年３月１２日

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

定位脳放射線治療装置の購入（愛媛
県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２５年４月２４日
共和医理器株式会社愛
媛支店
愛媛県松山市来住町１２
７７－１

５４３，９００，０００円 一般競争入札 平成２５年３月１２日

介護員養成研修事業者
の名称又は氏名

介護員養成研修事業者
の所在地又は住所 研修の課程 指 定

年 月 日

宇和島高等技術専門校 愛媛県宇和島市柿原甲
１７１２

介護職員初
任者研修課
程

平成２５年
４月２５日

愛 媛 県 報平成２５年５月１０日 第２４６８号
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労働委員会告示

�愛媛県労働委員会告示第２号
当委員会は、地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７年

法律第２８９号）第５条第２項の規定に基づき、松山市公営企業局の

職員が結成し、又は加入する労働組合について、職員のうち労働組

合法（昭和２４年法律第１７４号）第２条第１号に規定する者の範囲を

平成２５年４月２６日認定したので、次のとおり告示する。

なお、企業職員に係る労働組合法第２条第１号に規定する者の範

囲の認定（平成２３年１１月愛媛県労働委員会告示第３号）は、廃止す

る。

平成２５年５月１０日

愛媛県労働委員会

会 長 山 下 泰 史

松山市公営企業局の職員が結成し、又は加入する労働組合（組合

員である当該企業の職員が次の表に掲げる者のみに限られているも

のを除く。）については、当該企業の職員のうち、次の表に掲げる

者

勤 務 箇 所 労働組合法第２条第１号に規定する者

本 庁 管理者、部長、企画官、課長、専任課長、主幹、企画総
務課に属する職員で、秘書、人事及び法規に関する事務
を担当する者（課長、専任課長及び主幹を除く。）、経
営管理課に属する職員で経理に関する事務を担当する者
（課長及び主幹を除く。）

水道管路管理
セ ン タ ー

センター長、専任課長、主幹

浄 水 管 理
セ ン タ ー

センター長、専任課長、主幹

中 島 分 室 分室長、主幹
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